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連結株主資本等変動計算書

（2017年１月１日から2017年12月31日まで） （単位：百万円）

0 0 0

　

　

　［注］　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

当期変動額合計 11,310 △ 1,587 △ 3,196

1,722 10,015

1,767 8,293

8,016 391,9412017年12月31日残高 51,403 △ 504 11,826

1,767 8,293

△ 4,011 58,714

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 11,310 △ 1,587 △ 3,196

1,722 36,897

自己株式の処分 0

連結子会社株式の取得に
よる持分の増減 2

△ 12,118 325,210

親会社株主に帰属する
当期純利益 35,217

6,293 355,044

当期変動額

△ 5,779

科　目

連結範囲の変動

その他の包括利益累計額

804

50,421

非支配株主
持分

純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

2017年12月31日残高 38,909 31,058 267,362

△ 5 26,881

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

自己株式の取得 △ 5

2

当期変動額合計 -         2 26,883

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

剰余金の配当 △ 9,139

2017年１月１日残高 40,093 1,083 15,023

自己株式の取得 △ 5 △ 5

△ 9,139

自己株式の処分

連結子会社株式の取得に
よる持分の増減 2

△ 9,139

親会社株主に帰属する
当期純利益 35,217 35,217

連結範囲の変動 804 804

2017年１月１日残高

株主資本
合計

38,909 31,055 240,478 △ 12,113 298,329

科　目

株　　主　　資　　本

資本金
資本

剰余金
利益
剰余金

自己株式

当期変動額

剰余金の配当
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数  137社

主要会社名：㈱ヨコハマタイヤジャパン、横浜ゴムＭＢジャパン㈱

ヨコハマタイヤコーポレーション、アライアンス・タイヤ・グループ㈱　他

　 　非連結子会社の数  ９社

(2)当連結会計年度の連結子会社の変動は、次の通りであります。

（増加） ５社アライアンス・タイヤ・グループ㈱他４社（株式取得及び重要性が増したことによる増加）

（減少） ３社 ㈲第一タイヤサービス 他２社（株式売却及び清算による減少）

(3)非連結子会社㈱アクティ等９社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等の合計は、

　 いずれも少額で重要性が乏しいため連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社

 　該当事項はありません。

(2)持分法を適用していない非連結子会社㈱アクティ等９社及び関連会社ジャトマ建物㈱等41社は、

 　それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が

   ないため適用を除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

(ｲ)有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

(ﾛ)デリバティブ

時価法

(ﾊ)たな卸資産

当社は移動平均法による原価法を、国内連結子会社は主として移動平均法による原価法を、在外連結子

会社は主として先入先出法による低価法を採用しております。（当社及び国内連結子会社の貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。）

(2)重要な減価償却資産の減価償却方法

(ｲ)有形固定資産

主として定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ５年～50年

機械装置及び運搬具 ２年～10年

(ﾛ)無形固定資産

主として定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(ﾊ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

連　結　注　記　表
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(3)重要な引当金の計上基準

(ｲ)貸倒引当金

受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(ﾛ)役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上しております。

(ﾊ)返品調整引当金

スノータイヤの返品に伴う損失に備えるため、過去の返品実績率に基づく返品損失見積額を計上してお

ります。

(4)退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、主として給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、主としてその発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分

に含めて表示しております。

(6)重要なヘッジ会計の方法
(ｲ)ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップについては特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理によっております。

(ﾛ)ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

為替予約 外貨建予定取引

金利スワップ 円貨建長期借入金、外貨建長期借入金

通貨オプション 外貨建予定取引

商品先物 原材料

(ﾊ)ヘッジ方針

(ﾆ)ヘッジ有効性評価の方法

主としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の

累計を比較し、両者の変動額を基礎にしてヘッジの有効性を評価しております。

ただし、特例処理による金利スワップに関してはヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一で

あり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動等を完全に相殺するものと想定できるため、ヘッジ

の有効性の判定は省略しております。

(7)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、原則20年間の均等償却を行っております。

但し、金額に重要性がないものについては、発生時に一括償却しております。

(8)その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

内部規定に基づき、為替変動リスク、金利変動リスク及び商品価格の変動リスクをヘッジしております。
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追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　2016年３月28日）を当連結

会計年度から適用しております。

連結貸借対照表に関する注記

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

（単位：百万円）

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

その他（流動資産）

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土　　　地

その他（有形固定資産）

その他（無形固定資産）

その他（投資その他の資産）

短期借入金

２. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

３. 有形固定資産の圧縮記帳累計額

保険差益 百万円

補助金 百万円

４. 財務制限条項

　当連結会計年度末の借入金には、当社が2016年６月30日付で取引銀行と締結したシンジケートローン契約（契約

総額720百万USドル及び54,240百万円）によるものが含まれております。

この契約には、以下の財務制限条項が付されております。

・2016年12月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を前年同期比一定

  の水準以上に維持すること。

・2016年12月決算期以降、当社の連結損益計算書の営業損益が２期連続して損失とならないようにすること。

５. 期末日満期手形の会計処理については、手形満期日をもって決済処理しております。

なお、当期の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高より除かれております。

受取手形 百万円

支払手形 百万円

その他（固定資産購入支払手形） 百万円

1,469

786

内　　　　容 期末残高

214

112

13,672

5,585

543,777

1,285

227

509

1,211

76

50

9,806

808

5,913

3,090

509

16,745

種　　　　類 期末帳簿価額
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連結損益計算書に関する注記

１. 火災損失

　2017年５月14日（日）に発生しました当社の連結子会社である YOKOHAMA TIRE PHILIPPINES, INC.（ヨコ

ハマタイヤ フィリピン INC.）の火災事故の影響により、建物等の損傷及び製品の焼失等の被害を受けました。

建物等の有形固定資産及び製品等のたな卸資産の滅失損失、操業休止中の固定費、その他関連費用を火災損失と

して特別損失に計上しております。

固定資産及びたな卸資産の滅失損失 百万円

異常操業損失 百万円

その他関連費用 百万円

合計 百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買い取り請求によるものであり、減少は単元未満株式の買い

　　　増し請求による減少によるものであります。

２. 配当に関する事項

(1)配当金支払額

（注）2017年８月10日取締役会決議の１株当たり配当額31円には、創立100周年記念配当５円が含まれております。

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（注）2018年３月29日定時株主総会決議の１株当たり配当額31円には、創立100周年記念配当５円が含まれております。

2018年３月30日
2018年３月29日
定時株主総会

普通株式 4,970 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

31 2017年12月31日

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2017年８月10日
取締役会

普通株式

配当金の総額
（百万円）

配当の原資

4,970 利益剰余金

2017年３月31日

2017年８月31日

2017年３月30日
定時株主総会

普通株式 4,168 利益剰余金

31 2017年６月30日

26 2016年12月31日

9,210

決議 株式の種類

-               169,549

自己株式

　普通株式（注） 9,208 2 0

　普通株式 169,549 -               

当連結会計年度
増加株式数（千株）

4,176

当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数(千株）

2,327

1,725

123

発行済株式数
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達
しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、当社グループの管理基準に沿ってリスク低減を図っておりま
す。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。
　なお、デリバティブは内部管理規則に従い、実需の範囲内で行うこととしております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2017年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（１）現金及び預金

（２）受取手形及び売掛金

（３）電子記録債権

（４）投資有価証券

資産計

（１）支払手形及び買掛金

（２）電子記録債務　

（３）短期借入金　

（４）未払費用　

（５）社債

（６）長期借入金

負債計
デリバティブ取引（※）

デリバティブ取引　計

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
　  については、（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、並びに（３）電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

（４）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債
（１）支払手形及び買掛金、（２）電子記録債務、（３）短期借入金、並びに(４)未払費用
　 　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

（５）社債
　当社の発行する社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味
した利率で割り引いて算定する方法によっております。

（６）長期借入金
　これらのうち変動金利によるものは、短期間で市場金利が反映されるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を当該借入
の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利によ
る借入金の一部は、金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理
された元利金の合計額を、当該借入の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方
法によっております。

デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引の時価については、先物為替相場または主たる
金融機関から提示された価格によっております。

②ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引の時価については、先物為替相場、商品先物相場
または主たる金融機関から提示された価格によっております。
但し、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている債務と一体として処理さ
れているため、その時価は当該債務の時価に含めて記載しております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,640百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを
　 見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産（４）投資有
　 価証券」には含めておりません。

－

△11,452      

△10,822      

50,000         49,370      

431,228         419,776      

(704) (704) －

－

41,522         41,522      －      

39,011         39,011      －      

△629      

224,395         213,572      

②ヘッジ会計が
　適用されているもの

(491) (491)

①ヘッジ会計が
　適用されていないもの

(213) (213)

175,044         175,044      －      

10,449         10,449      －      

68,161         68,161      －      

8,138         8,138      －      

352,159         352,159      

105,709         105,709      －      

連結貸借対照表計上額 時価 差額

－      

60,956         60,956      －      
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１株当たり情報に関する注記

１. １株当たり純資産額

２. １株当たり当期純利益

その他の注記
（企業結合等関係）
 共通支配下の取引等

　当社は、昨年におけるAlliance　Tire　Group買収後の統合プロセスの一環として、グループ会社の円滑な業務
運営・収益性の向上等を図るため、ＡＴＧセグメントに属する子会社の株式保有・管理を目的とする新たな子会社
「アライアンス・タイヤ・グループ株式会社」を設立し、Alliance　Tire　Groupの資本関係を整理・集約する組織
再編を行う事を2017年12月26日開催の取締役会において決議いたしました。
　また、一連の再編過程で当社の子会社である「アライアンス・タイヤ・グループ株式会社」に対し当社の金銭債
権を現物出資いたしました。当該現物出資の概要は以下のとおりです。

(1)取引の概要
　①結合企業の名称

当社

　②被結合企業の名称及びその事業の内容
名称 ：アライアンス・タイヤ・グループ株式会社
事業の内容 ：農業機械用タイヤ、産業機械用タイヤ、建設機械用タイヤ、林業機械用タイヤ等の製造・販売

　事業を行う子会社の株式保有

　③企業結合の法的形式
当社の「アライアンス・タイヤ・グループ株式会社」に対する貸付金154,455百万円の現物出資

　④結合後企業の名称
名称に変更はありません。

　⑤その他取引の概要に関する事項
　当該再編においては、既存持株会社「Alliance　Tire　Group　B.V.」に代わり「アライアンス・タイヤ・
グループ株式会社」を新たな持株会社として設立しております。Alliance　Tire　Groupにおける中間持株会社
「Alliance Tire Holding Ltd.」「Turgco Ltd.」を通じて所有しておりました事業会社「Alliance Tire 
Company Ltd.」「ATC Tires Private Ltd.」「Alliance Tire Europe B.V.」「Alliance Tire Americas Inc.」
４社の株式を、新持株会社「アライアンス・タイヤ・グループ株式会社」に譲渡し、同社傘下にこれらの事業
会社を横並びで配置することにより子会社管理を一元化しております。
　また、上記の再編に伴い、既存持株会社「Alliance　Tire　Group　B.V.」及び中間持株会社等３社の清算を
取締役会において決議しております。これにより当社の所有する「Alliance　Tire　Group　B.V.」の株式は、
手続き結了をもって清算処理されます。

(2)実施した会計処理の概要
　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2013年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業
　分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2013年９月13日）に基づき、共通支配下
　の取引として処理しております。

2,394円47銭

219円65銭
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（2017年１月１日から2017年12月31日まで） （単位：百万円）

2017年１月１日 残高 38,909 31,952 0 31,953 8,778 700 2,613 43,900 99,007 154,998

483 △483 -

△67 67 -

△9,139 △9,139

17,629 17,629

0 0

△12,113 213,747 34,599 △212 34,387 248,134

- -

- -

△9,139 △9,139

17,629 17,629

△5 △5 △5

0 0 0

10,721 17 10,738 10,738

　[注]　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

△5

267,358

8,484 10,721 17 10,738 19,223

2017年12月31日 残高
△12,118 222,232

事業年度中の変動額合計

45,12545,320 △194

剰余金の配当

自己株式の取得

自己株式の処分

当期純利益

株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額(純額）

その他
有価証券

評価差額金

固定資産圧縮積立金の
取崩

2017年１月１日 残高

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の
積立

純資産
合計

自己株式
株主
資本
合計

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

科目

株主資本
評価・換算

差額等

8,490- 8,074

163,489

- - 415

株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額(純額）

0

剰余金の配当

当期純利益

0

43,900 107,082

事業年度中の変動額合計 - -

2017年12月31日 残高
38,909 31,952 0 31,953 8,778 700 3,028

自己株式の処分

別途積立金

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の
積立

固定資産圧縮積立金の
取崩

自己株式の取得

その他
資　本
剰余金

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計

資　本
剰余金
合　計

利益準備金 繰越利益
剰余金

配当引当
積立金

固定資産
圧縮積立金

株主資本等変動計算書

科目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

・子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

・その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの

移動平均法による原価法

（２）デリバティブ
時価法

（３）

２. 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産の減価償却の方法は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ５年～50年

機械装置、車両運搬具並びに工具器具備品 ２年～10年

（２）無形固定資産の減価償却の方法は、定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（３）

３. 引当金の計上基準

（１）

（２）

（３）

（４）

関係会社の事業の整理に伴う損失に備えるため、関係会社に対する出資金額及び債権金額等を超えて当社が負担する
こととなる損失見込額を計上しております。

４. ヘッジ会計の方法

（１）

（２）

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

為替予約 外貨建予定取引

金利スワップ 円貨建長期借入金、外貨建長期貸付金、外貨建長期借入金

（３）

（４）

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

ただし、金利スワップについては特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額を
基礎にしてヘッジの有効性を評価しております。
ただし、特例処理による金利スワップに関してはヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時
及びその後も継続して相場変動等を完全に相殺するものと想定できるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

ヘッジ方針

内部規定に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。

   ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理
しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

関係会社整理損失引当金

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法を採用しております。

貸倒引当金

個  別  注　記　表

期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。）

たな卸資産

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま
す。）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

   ①退職給付見込額の期間帰属方法

受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金
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追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　2016年３月28日）を当事業年度から

　適用しております。

貸借対照表に関する注記

１. 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

２. 有形固定資産の圧縮記帳累計額
保険差益 百万円
補助金 百万円

３. 保証債務
[百万円]

ヨコハマコーポレーション オブ ノースアメリカ 借入金

蘇州優科豪馬輪胎有限公司 　〃

ヨコハマタイヤ フィリピンINC. 　〃

ATC Tires Private Ltd. 　〃

ヨコハマゴム・ファイナンス（株） 　〃

PT.ヨコハマ工業品製造インドネシア 　〃

優科豪馬橡胶有限公司 　〃

LLC ヨコハマ R.P.Z. 　〃

横浜ゴムＭＢジャパン（株） 電子記録債務

ヨコハマ・インディア PVT.LTD 借入金

ヨコハマ工業品イタリアS.R.L. 　〃

浜ゴム物流（株） 電子記録債務

杭州優科豪馬橡胶制品有限公司 借入金

杭州優科豪馬輪胎有限公司 　〃

ヨコハマ スイス S.A. 　〃

４. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 百万円

長期金銭債権 百万円

短期金銭債務 百万円

５．財務制限条項

・ 2016年12月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を前年同期比

一定の水準以上に維持すること。

・ 2016年12月決算期以降、当社の連結損益計算書の営業損益が２期連続して損失とならないようにすること。

６．

受取手形 百万円

支払手形 百万円

その他（固定資産購入支払手形） 百万円214

567

722

702

1,724

191,811

当事業年度末の借入金には、当社が2016年６月30日付で取引銀行と締結したシンジケートローン契約（契約総額720百万USドル及び
54,240百万円）によるものが含まれております。
この契約には、以下の財務制限条項が付されております。

期末日満期手形の会計処理については、手形満期日をもって決済処理しております。なお、当期の末日は金融機関の休日であったため、
次の期末日満期手形が期末残高より除かれております。

36

計 65,236

1,192

796

71

87,744

被保証債務の内容

22,035

76
50

被 保 証 者 保 証 金 額

8,637

7,797

7,158

6,500

2,992

765

2,260

1,961

1,677

352,180
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損益計算書に関する注記

１. 関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 百万円

仕入高 百万円

販売費及び一般管理費 百万円

営業取引以外の取引高

百万円

百万円

百万円

支払利息 百万円

百万円

関係会社株式の購入高 百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注1） 増加株式数の内訳は、単元未満株式の買い取り請求による増加２千株であります。

（注2） 減少株式数の内訳は、単元未満株式の買い増し請求による減少０千株であります。

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

未払従業員賞与 百万円

退職給付引当金 〃

投資有価証券評価損 〃

その他 〃

繰延税金資産小計 百万円

評価性引当額 〃

繰延税金資産合計 百万円

(繰延税金負債)

退職給付信託設定益 百万円

退職給付信託設定株式受入差益 〃

固定資産圧縮積立金 〃

その他有価証券評価差額金 〃

繰延税金負債合計 百万円

繰延税金資産(負債)の純額 百万円△17,070

7,486

14,744

△4,241

10,502

△4,992

△1,580

△1,317

△19,681

△27,572

97

7,129

30

9,2100

194

当期減少株式数
(千株）

当期末株式数
（千株）

30,070

普通株式 9,208 2

株式の種類
当期首株式数

(千株）
当期増加株式数

(千株）

13,088

受取利息

1,395

資産購入高 5,491

239,518

81,889

13

受取配当金 2,045

受取賃借料
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関連当事者との取引に関する注記

１. 親会社及び法人主要株主等

・取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1） 原材料の購入については、日本ゼオン（株）社以外からも複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案し

て発注先及び価格を決定しております。
（注2） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

2. 子会社及び関連会社等

ヨコハマタイヤ
 フィリピン INC.

所有
直接100％

当社製品の製
造

役員の兼任
保証債務(注2)

蘇州優科豪馬
 輪胎有限公司

所有
間接100％

当社製品の製
造

役員の兼任
保証債務(注2)

短期
借入金

123,984

8,637 ― ―

7,797 ― ―

30,070

9,301

資金の返済 ―

9,301
短期
借入金

資金の借入(注3)

資金の返済

―

123,984

Turgco Ltd.
所有
間接100％

役員の兼任

資金の借入(注3)

資金の返済

Alliance Tire Group B.V.
所有
直接100％

役員の兼任

株式の譲受(注4)

Yokohama Asia Co., Ltd.
所有
直接100％

資金の借入
役員の兼任

資金の借入(注3)

ヨコハマ
 コーポレーション
 オブ
 ノースアメリカ

所有
直接100%

役員の兼任 保証債務(注2)

売掛金

10,000

22,035 ― ―

―

30,07030,070

―

短期
借入金

―

所有
直接100％

当社製品の
販売先

役員の兼任
製品の売上(注1) 30,589

所有
直接100％

預り金

資金の借入
・貸付

役員の兼任

保証債務(注2)

所有
間接100％

当社製品の
販売先

役員の兼任
製品の売上(注1) 47,344

横浜ゴム
 ＭＢジャパン(株）

資金の返済 36,900

6,500

ヨコハマゴム・
 ファイナンス(株）

資金の借入(注3) 45,700

取引内容

取引金額
（百万円）
（注5） 科目属性 会社等の名称

ヨコハマタイヤ
  コーポレーション

11,950

ヨコハマゴム・マリン＆エ
アロスペース(株)

所有
直接100％

当社製品の
販売先

役員の兼任
製品の売上(注1) 12,056 売掛金 6,689

売掛金

8,687

期末残高
(百万円)
（注5）

子会社

(株）ヨコハマ
　タイヤジャパン

所有
直接90％

当社製品の
販売先

役員の兼任
業務委託

製品の売上(注1) 88,216 売掛金 39,564

主要株主
（会社等）

日本ゼオン(株）
被所有
直接10％

属性 会社等の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合
関連当事者
との関係

議決権等の
所有(被所有)

割合
関連当事者
との関係

期末残高
(百万円)
（注2）科目

5,471

日本ゼオン
（株）社製
品の購入
役員の兼任

原材料の購入(注1) 9,535 買掛金

取引内容

取引金額
（百万円）
（注2）
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・取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1） 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。
（注2） 当社は、子会社の銀行借入に対して、債務保証を行っております。
（注3） 資金の借入については、市場金利を勘案して金利を決定しております。 
（注4） 株式の譲受価格は、時価を基本として双方協議の上決定しております。
（注5） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

１株当たり情報に関する注記

１. １株当たり純資産額
２. １株当たり当期純利益

その他の注記

（企業結合等関係）
 共通支配下の取引等
  連結注記表の「その他の注記　企業結合等関係」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

109円95銭
1,667円47銭
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